【３　職員資格（幼稚園型）】

幼稚園型認定こども園の場合
	区　　分
	基　　準
	資格の特例
	申請の内容
	適否

	満３歳未満の子どもの保育に従事する職員
	保育士（児童福祉法（昭和22年法律第164号）第18条の４に規定する者をいう。以下同じ）の資格を有する者であること。
	
	（氏名と保有免許・資格（○を付す）を記載）

【０歳児】

【幼普・幼臨・保】

【幼普・幼臨・保】

【幼普・幼臨・保】

【幼普・幼臨・保】

【幼普・幼臨・保】

【１歳児】
【幼普・幼臨・保】

【幼普・幼臨・保】

【幼普・幼臨・保】

【幼普・幼臨・保】

【幼普・幼臨・保】

【２歳児】

【幼普・幼臨・保】

【幼普・幼臨・保】

【幼普・幼臨・保】

【幼普・幼臨・保】

【幼普・幼臨・保】
	

	
	職員資格に関する特例①

【国基準附則第３項】

教育及び保育に従事する者の数が２人となる時間帯の特例
	職員資格に関する特例により、下記の者で代替可。

①　幼稚園の教員の普通免許状を有する者（以下「幼稚園教諭」という。）

②　小学校の教員の普通免許状を有する者（以下「小学校教諭という。」

③　養護教諭の普通免許状を有する者（現に当該認定こども園において主幹養護教諭又は養護教諭として従事している者を除く。）（以下「養護教諭」という。）

④　保育所又は就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成18年法律第77号。以下「認定こども園法」という。）第２条第６項に規定する認定こども園（認定こども園法第３条第１項の規定に基づき認定を受けた保育所を除き、認定こども園の認定の要件を定める条例の一部を改正する条例（平成26年岩手県条例第100号）による改正前の認定こども園の認定の要件を定める条例（平成18年岩手県条例第68号）第２条第１項第１号に規定する幼保連携型認定こども園として就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律の一部を改正する法律（平成24年法律第66号）による改正前の認定こども園法第３条第３項の規定に基づく認定を受けた幼稚園を含む。）において常時勤務を要する職員として１年以上保育に従事した経験を有する者（以下「保育業務従事経験者」という。）

⑤　児童福祉法第６条の３第９項第１号に規定する家庭的保育者（保育士を除く。）家庭的保育者（以下「家庭的保育者」という。）

⑥　平成27年５月21日雇児発0521 第18号「子育て支援員研修事業の実施について」の別紙「子育て支援員研修事業実施要綱」の「２．子育て支援員」に定める子育て支援員のうち、専門研修の「地域保育コース」の共通科目及び選択科目の「地域型保育」を修了した者（以下「子育て支援員」という。）
	（氏名と保有免許・資格等（○を付す）を記載）

【０歳児】

【①・②・③・④・⑤・⑥】

【①・②・③・④・⑤・⑥】

【①・②・③・④・⑤・⑥】

【１歳児】
【①・②・③・④・⑤・⑥】

【①・②・③・④・⑤・⑥】

【①・②・③・④・⑤・⑥】

【２歳児】

【①・②・③・④・⑤・⑥】

【①・②・③・④・⑤・⑥】

【①・②・③・④・⑤・⑥】
	

	
	職員資格に関する特例②

【国基準附則第４項】

教育及び保育に従事する者の数が２人となる時間帯以外の時間帯の特例
	下記の者で代替可。

①　幼稚園教諭

②　小学校教諭

③　養護教諭


	（氏名と保有免許・資格等（○を付す）を記載）

【０歳児】

【①・②・③】

【①・②・③】

【①・②・③】

【１歳児】
【①・②・③】

【①・②・③】

【①・②・③】

【２歳児】

【①・②・③】

【①・②・③】

【①・②・③】
	

	
	職員資格に関する特例③

【国基準附則第６項】

１日につき８時間を超えて教育及び保育を行う認定こども園において、教育及び保育に従事する者の数が２人となる時間帯以外の時間帯の特例
	下記の者で代替可。

①　保育業務従事経験者

②　家庭的保育者

③　子育て支援員
	（氏名と保有免許・資格等（○を付す）を記載）

【０歳児】

【①・②・③】

【①・②・③】

【①・②・③】

【１歳児】
【①・②・③】

【①・②・③】

【①・②・③】

【２歳児】

【①・②・③】

【①・②・③】

【①・②・③】
	

	満３歳以上の子どもの教育及び保育に従事する職員
	幼稚園教員免許状（教育職員免許法（昭和24年法律第147号）第４条第２項に規定する普通免許状又は第４条第４項に規定する臨時免許状を言う。以下同じ）及び保育士の資格を併有する者であること。
	幼稚園教員免許状及び保育士の資格を併有する者を配置することが困難と認められる場合は、幼稚園教員免許状又は保育士の資格のいずれかを有する者であること。
	（氏名と保有免許・資格（○を付す）を記載）

【幼普・幼臨・保】

【幼普・幼臨・保】

【幼普・幼臨・保】

【幼普・幼臨・保】

【幼普・幼臨・保】

【幼普・幼臨・保】

【幼普・幼臨・保】

【幼普・幼臨・保】

【幼普・幼臨・保】
	

	
	職員資格に関する特例①

【国基準附則第３項】

教育及び保育に従事する者の数が２人となる時間帯の特例
	職員資格に関する特例により、下記の者で代替可。

①　幼稚園教諭

②　小学校教諭

③　養護教諭

④　保育業務従事経験者

⑤　家庭的保育者

⑥　子育て支援員
	（氏名と保有免許・資格等（○を付す）を記載）

【①・②・③・④・⑤・⑥】

【①・②・③・④・⑤・⑥】

【①・②・③・④・⑤・⑥】

【①・②・③・④・⑤・⑥】

【①・②・③・④・⑤・⑥】

【①・②・③・④・⑤・⑥】

【①・②・③・④・⑤・⑥】


	

	
	職員資格に関する特例②

【国基準附則第５項】

教育及び保育に従事する者の数が２人となる時間帯以外の時間帯の特例
	下記の者で代替可。

①　小学校教諭

②　養護教諭


	（氏名と保有免許・資格等（○を付す）を記載）

【小学校・養護】

【小学校・養護】

【小学校・養護】

【小学校・養護】

【小学校・養護】

【小学校・養護】
	

	
	職員資格に関する特例③

【国基準附則第６項】

１日につき８時間を超えて教育及び保育を行う認定こども園において、教育及び保育に従事する者の数が２人となる時間帯以外の時間帯の特例
	下記の者で代替可。

①　保育業務従事経験者

②　家庭的保育者

③　子育て支援員
	（氏名と保有免許・資格等（○を付す）を記載）

【①・②・③】

【①・②・③】

【①・②・③】

【①・②・③】

【①・②・③】

【①・②・③】

【①・②・③】


	

	満３歳以上の子どもの教育及び保育に従事する職員のうち、学級担任となる者
	幼稚園教員免許状を有する者であること。
	特例なし
	（氏名と保有免許・資格（○を付す）を記載）

【幼普・幼臨・保】

【幼普・幼臨・保】

【幼普・幼臨・保】

【幼普・幼臨・保】

【幼普・幼臨・保】

【幼普・幼臨・保】
	

	満３歳以上の子どもの教育及び保育に従事する職員のうち、長時間利用児の保育に従事する者
	保育士の資格を有する者であること。
	次の要件を満たす場合は、知事への特例申請を行い、その承認を得て、幼稚園教員免許状のみを有する者を従事させることができること。（※１）

①　その者の意欲、適性及び能力等を考慮して従事させることが適当と認められること。（※２）

②　その者が保育士資格の取得に向けた努力をしていること。（※３）


	（氏名と【　】内の該当するものに○を記載）

【保・特例申請】

【保・特例申請】

【保・特例申請】

【保・特例申請】

【保・特例申請】

【保・特例申請】

【保・特例申請】

【保・特例申請】


	

	
	職員資格に関する特例①

【国基準附則第３項】

教育及び保育に従事する者の数が２人となる時間帯の特例
	下記の者で代替可。

①　幼稚園教諭

②　小学校教諭

③　養護教諭

④　保育業務従事経験者

⑤　家庭的保育者

⑥　子育て支援員
	（氏名と保有免許・資格等（○を付す）を記載）

【①・②・③・④・⑤・⑥】

【①・②・③・④・⑤・⑥】

【①・②・③・④・⑤・⑥】

【①・②・③・④・⑤・⑥】

【①・②・③・④・⑤・⑥】

【①・②・③・④・⑤・⑥】

【①・②・③・④・⑤・⑥】


	

	
	職員資格に関する特例②

【国基準附則第４項】

教育及び保育に従事する者の数が２人となる時間帯以外の時間帯の特例
	下記の者で代替可。

①　幼稚園教諭

②　小学校教諭

③　養護教諭
	（氏名と保有免許・資格等（○を付す）を記載）

【①・②・③】

【①・②・③】

【①・②・③】

【①・②・③】

【①・②・③】

【①・②・③】

【①・②・③】
	

	
	職員資格に関する特例③

【国基準附則第６項】

１日につき８時間を超えて教育及び保育を行う認定こども園において、教育及び保育に従事する者の数が２人となる時間帯以外の時間帯の特例
	下記の者で代替可。

①　保育業務従事経験者

②　家庭的保育者

③　子育て支援員
	（氏名と保有免許・資格等（○を付す）を記載）

【①・②・③】

【①・②・③】

【①・②・③】

【①・②・③】

【①・②・③】

【①・②・③】

【①・②・③】
	


　　※１　職員資格特例申請書（要領様式第６号）を提出し、知事の承認を得なければならないこと。

　　※２　従事することとなる職務内容に照らして、これまでの幼児教育施設における業務従事経験、研修等の受講状況、日常的な取組の状況に関する施設長の見解等を踏まえて判断するものであること。

　　※３　保育士資格の取得に向けた取組内容の例は次のとおりであること。

　　　　　・指定保育士養成施設に在籍している。

　　　　　・保育士試験を受験している。
	区　　分
	基　　準
	申請の内容
	適否

	認定こども園の長
	認定こども園が教育及び保育並びに子育て支援を総合的に提供する機能を発揮するよう管理及び運営を行う能力を有していること。
	●職名・氏名

　　

●所有する資格
　　幼稚園教諭　　有（　　級）　・　無

保育士　　　　有　・　無

　　⇒併有者ではない場合、「認定こども園の長として適切である理由書」により確認

●幼稚園、保育所等の従事経験
　幼稚園教諭　　　　年　保育士　　　　年　

　　幼稚園長：　　年　月　～　年　月

　　保育所長：　　年　月　～　年　月

　　⇒勤務経験がない場合、「認定こども園の長として適切である理由書」により確認
	


1　　　　　　　　　　　　　３　職員資格（幼稚園型）】（H30.12.19一部改正）

